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　 2007年8月23日,ナジックプラザ東京 において,AIBS学会(ア ジア ・国
際経営戦略学会)の 記念すべ き設立総会が開催 されま した。 この学会の 目的
は 「日本 を含 むアジア諸国の企業の国際的な戦略行動 に関心 を有す る者 に対
して,ア ジア ・国際経営戦略の諸問題 について総合 的な研究 を促進 ・啓蒙 ・
普及 ・教育する事業 を行い,ア ジア ・国際 ビジネスの発展 と公益の増進 に寄
与す るこ と」 とい うものです。2006年4月に設置 された亜細亜大学 大学 院ア
ジア ・国際経営戦略研 究科 を母体 に,産 業界,他 大学の研究者などの賛 同を
得 て立ち上げ られ ました。通常の学会 としての研究活動 に加 え,セ ミナーな
どを通 じて,ア ジア ・国際ビジネスや アジア地域 の発展 に資す る人材の育成
にも積極 的に取 り組んでい くという特長 を持 ち合 わせています。
　社会経済生産性本部,ア ジアへの事業展開に関心の高い多 くの企業の方々,
関係各位の ご協力の下,設 置 された本学会の会員数は,瞬 く間に100名を越
え,こ の分野での予想以上のニーズの高 さに驚いています。月刊誌 「財界人」
(2007年11月号)の 記事で,本 学会 について,「広 くアジアに関心のある学生
や社会人お よび企業が最新のア ジア事情,特 にビジネス事情 を知るため には
有効な場 となるだろう」 と紹介 していただいています。会長 として,こ れか
ら本学会を発展 させてい く社会的使命感の高 まりを感 じてお ります。
　21世紀はアジアの時代の到来であ ります。アジア諸国のGDP成長率は高 く,
既 に世界のGDPの27%を占めるほ どになってい ます。 さらに,各 々の国が
発展 してい くにはお互い力 を合 わせてい く必要があ ります。確実に少子 ・高
齢化が進む 日本においては,ア ジア諸 国 との協力関係 を強め,共 に発展 して
いかねばな りません。2006年に経済産業省は新たな経済成長戦略の一環 とし
て,「アジアとの共生」 を訴 えてお ります。 日本の ものづ くりを中心 とした,
優 れた技術 やノウハ ウの移転,こ れに絡 む適切 なマネジメン ト方式 を通 じて
アジァ諸国の経済発展 や豊か さの向上 に貢献 してい くことが大事 になってき
ます。 この共生によ り,日本 も恩恵 を受 けることにな ります。 日本の海外現
地法人はアジアを中心に増加 してまい りま した。 とりわけ,経 済成長の著 し
い中国は,「世界 の工場 」 として大 きな役割 を果 た しています。産業集積 も
進み,以 前 より部品の調達 もしやす くなって きた ようです。生産拠 点の問題
としては,最 近チャイナプラスワ ンとしてベ トナムが注 目されてい ます。野
村謹券の ご紹介で,二 年前 に野村ハイフォン工業団地 を視察 してまい りまし
た。イ ンフラなどの問題点 もあ りましたが,総 じて勤勉 な労働者が多 く,生
産拠点 としての将来性 を強 く感 じました。
生産 ・品質管理面で強みを持 っている 日本企業 は,工 場 のマネジメ ン トにお
いては,苦 労 されなが らも,何 とか上手 く乗 り越 えようとされてい ます。た
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だ,生 産の 問題 を超 えて,「世界の市場」 として注 目され始 めた中国市場 の
開拓 となる と,か な り苦労 されているのが実態の ようです。欧米企業,さ ら
には中国へ の進出が 日本企業 よ りも遅い韓国企業に も後塵 を拝 しているケー
ス も散見 されます。 日本本社 との関連 において,現 地法人の意思決定の遅 さ
な ど,経営 の現地化の問題が表面化 して きてお ります。
　 そこで,ア ジア域内での生産拠点 をどうす るか,さ らには成長する中国市
場 をいかに開拓す るか,現 地市場ニーズ に合 う商 品開発 の体制は どうす るか
等 々,企 業 は相 当悩 んでお ります。 この ような生産,販 売,研 究 開発 な どの
機能 をどう組立て,事 業を推進 してい くかが企業のマネジメ ン ト上の大 きな
課題になってきてお ります。
　今,ア ジアへ の事業展 開の成否が 日本企業の盛衰 に決定的な影響を与 え始
めています。 この事業展開の経営戦略上のリアルな問題 を取 り上 げて論議 し,
解決へ の糸 口を探 ってい くのが本学会の研究活動であ ります。学会である以
上,理 論的な枠組 みを示 し,企 業の戦略策定 ・実行 に参考にな りうる研 究成
果 を提供 してい きたい と思 います。既に,「アジア ビジネス研 究部会」「アジ
ァ生産性人材 開発研究部会」「ABC/ABM研究部会」「コンテンツ ビジネス研
究部会」(2008年度 よ り,日 中 コンテ ンツ産業研 究会 ・亜細 亜大学 との共同
で,三 鷹 ネ ッ トワーク大学 において 「日中コンテンツビジネス講座」 を開講
します)と い う4つの研 究部会 を立 ち上 げてお ります。会員の方 はご関心 の
ある部会に ご自由に参加 していただければあ りがたいです。
　 この学会 の特長 としては,研 究の成果をセ ミナーな どの教育事 業につなげ
て,人 材 の育成 に積極 的に取 り組 んでい くことです。アジア ビジネス を展 開
してい く上 で大切 なことは,何 と言 って も,ア ジアに精通 した,戦 略的発想
を持 ったマ ネジメ ン ト人材 の育成 です。本学会の 「AIBSエグゼ クテ ィブセ
ミナー」 は,こ の理念 に基づ いて運営 されてい ます。 このセ ミナ ーの最近2
回のパネルでは 「アジア生産性 人材開発研究部会」 での論議 を踏 まえた人材
育成の問題 を取 り上げました。
　 このマネジメ ン ト人材 の要件 は3つあ ると考えています。第一の要件 は,
「企画力」です。進 出先国の市場 を緻密 に分析 し,狙 う顧客層 を明確 に した
ブ ランデ ィング展 開,生 産拠点,商 品開発体制 などを全体 的に組 み立て られ
る能力が求め られます。 どのような商品をアジア諸国で生産す るか,ど の技
術 をいかなるタイ ミングでアジア諸国へ移転 するかなどの問題に も的確 に対
応で きなければな りませ ん。第二の要件 は,「ネ ッ トワークカ」です。アジ
アで事業を具体的 に展開 してい く際 に,良 いパー トナーを見つけ,Win-Win
の関係 を創 れる能力が求め られ ます。競争優位性 を高めて,事 業化 を推進す
るには,互 いの企業の異なった強み を結 びつけ,シ ナジー効果 を発揮 させ る
ことです。国が異 なった場合,行 政 との対応,商 習慣,顧 客の趣 向などが違
って きますので,信 頼のおけるパー トナーを見つけることが極めて大事 にな
ってまい ります。中国への進 出に際 して,産 業集積 で大 きな役割 を果た して
いる台湾企業 との連携 も一つの方策 とな りえます。特に,事 業立 ち上げ時 に,
行政 との対応,申 国人従業員 との コミュニケーシ ョン,さ らには販売網の活
用可能性が あ ります。第三 の要件 は,「志の高さ」です 。個 々の企業 の利益
を超 えて,大 事な歴史や国際関係,環 境 ・エネルギー,産 業 ・技術政策,知
的財産権 などのマクロな問題 をも論議で きる能力が求め られ ます。中国の よ
うに経済が急激に発展す る過程では,環 境が破壊 される可能性が高いのです。
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4この問題 に 日本 の経験知が活 かされて くるで しょう。 また,石 油天然 ガスな
どのエネルギーの需要増 に伴 い,資 源 ナシ ョナ リズ ムの傾向が強 く出てきま
すが,こ の問題はアジア全体 のエ ネルギー安定供給の視点で論議 しあ うこと
が大切です。先端技術商品な どに不可欠 な素材 となるレアアース,タ ングス
テ ンな どの レアメタルは中国で実 に世界生産 の9割前後 を占めています。そ
の意味では,中 国 との協力な しには商品 を作 れ ない ことにな ります。私 は,
長い間,石 油天然 ガス ・金属鉱物資源機構 の業務評価 に関わってお り,国家
戦略 としてエネルギー問題の重要性 を強 く認識 してお ります。また,知 的財
産権の重要性 をアジア全体で共有化す ることが大事であると言 えます。ハー
ドな商品だけでな く,最 近はアニメな どの コンテ ンツ分野での海賊版が出回
り,相 当な被害が 出ています。学会 として,こ の ような問題 の意識を高める
ことも推進 してい きたい と考 えてい ます。以上の ようなマ クロな問題 を大局
的に論議で きる力 なしに,ア ジアビジネスでの成功 は難 しいでしょう。
　 アジアワイ ドで活躍で きるマ ネジメ ン ト人材の育成 を亜細亜大学 のMBA
であるAIBSで始め ましたが,こ の志 を速やか に実現すべ く,他 大学の研究
者,今 まで以上に産業界の ご協力 を仰いで,本 学会 を立 ち上げたわけです。
「アジアにおける教育 ・研究 のプラッ トフォーム」創 りを目指 します 。大企
業 のみな らず,ア ジア展開に活路 を見出す中小 ・中堅企業を念頭 に入れなが
ら,産 学公が連携 して教育 ・研究活動 に取 り組める場の創設 です。 アジア諸
国のほうも,今 まで以上に,現 地の企業が 日本企業に連携やM&Aを 仕掛 け
て くるで しょう。大使館 などを通 じて,現 地企業の経営者にもセ ミナーなど
に ご登壇 いただ き,彼 らの行動パ ターンを認識 しつつ,有 意義 な論議ができ
る ようにしたい ものです。アジアの産学公のメンバ ーが連携 し,お 互いに英
知 を絞 り,ア ジアの発展 に貢献で きる"行 動す る学会"に なることを願って
お ります。そ して,AIBSジャーナルがフ゜ ラッ トフォームの情報発信源 とし
て機能 し,人 的ネッ トワークが広が ることを期待 しています。
　最後 にな りましたが,本 学会設立 に当た り,名誉会長職を快諾 していただ
きました,国 際関係論 の第一人者 であ られた元亜細 亜大学学長の衛 藤先 生
(昨年12月に御逝去 され ました),中国事情に精通 されている名誉会員の亜細
亜大学客員教授 の藤野先生,そ して長年,日 中ビジネスの最前線で ご活躍 さ
れてい る伊藤忠商事審議役 の大月氏,評 議員 としてご協力いただいてお りま
す 日神不動産会長の神 山氏,JTB中国社長の五十嵐氏 は じめ産業界の多 くの
方々に大変感謝いた してお ります。今後 とも,プ ラ ッ トフォームの拡充 に向
け,ご 支援 ・ご助言のほ どよろしくお願いいた します。
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